
次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 下 線 を 付 し た 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 下 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め 、 改 正 前 欄 及 び 改 正 後 欄 に 対 応 し て 掲 げ る そ の 標 記 部 分 に 二 重 下

線 を 付 し た 規 定 （ 以 下 「 対 象 規 定 」 と い う 。 ） は 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 を 改 正 後 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 と し て 移 動 し 、 改 正 後 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 で 改 正 前 欄 に こ れ に 対 応 す る も の を 掲 げ て い な い も の は 、

こ れ を 加 え る 。

第１ 用語の定義 第１ 用語の定義
［１ 略］ ［１ 同左］
２

機構委託クラウド事業者


［新設］
機構サーバに係るクラウドサービスを提供することができる事業者で、この基準に適合し

たセキュリティ対策を実施しているものと機構が認め、機構からの委託（他の事業者に対す

る再委託を含む。）を受けた事業者

３

～17

［略］ ２


～16

［同左］

第３ 機構等


の体制、規程等の整備 第３ 機構

の体制、規程等の整備

機構及び機構委託クラウド事業者


は、次に掲げる事項（機構委託クラウド事業者について


は、４に掲げる事項を除く。


）を行わなければならない。
機構

は、次に掲げる事項


を行わなければならない。

［１～４ 略］ ［１～４ 同左］
第４ 電子申告等受付システムの環境及び設備 第４ 電子申告等受付システムの環境及び設備
機構及び機構委託クラウド事業者


は、次に掲げる事項を行わなければならない。 機構

は、次に掲げる事項を行わなければならない。

［１ 略］ ［１ 同左］
２ 障害の防止等 ２ 障害の防止等
電子申告等受付システムの構成機器及び関連設備の障害及び損傷を防止し、検知し、並びに


障害及び損傷に対する対策を図るため、必要な設備を整備すること。

電子申告等受付システムの構成機器及び関連設備の障害及び損傷を防止し、検知し、及び

障

害及び損傷に対する対策を図るため、必要な設備を整備すること。
［３ 略］ ［３ 同左］
第５ 機構等


における運用管理上の安全性及び信頼性の確保 第５ 機構


における運用管理上の安全性及び信頼性の確保

機構及び機構委託クラウド事業者


は、次に掲げる事項（機構委託クラウド事業者について


は、９及び10に掲げる事項を除く。


）を行わなければならない。
機構

は、次に掲げる事項


を行わなければならない。

［１～10 略］ ［１～10 同左］

改 正 後 改 正 前

第６


機構委託クラウド事業者に係る事項


［新設］
１

機構委託クラウド事業者の選定

機構は、原則として政府情報システムのためのセキュリティ評価制度のクラウドサービス

リストに登録されているクラウドサービスを提供することができる事業者を選定すること。

２

機構委託クラウド事業者との契約



調達仕様

機構は、クラウドサービスを調達する場合には、機構委託クラウド事業者の選定基準を

定めた上で調達仕様に含めること。



契約

機構は、クラウドサービスを調達する場合には、機構委託クラウド事業者及びクラウド

サービスが調達仕様を満たすことを契約までに確認し、調達仕様の内容は契約に含めるこ

と。


令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

〇 総 務 省 告 示 第 三 百 四 十 九 号

地 方 税 法 施 行 規 則 （ 昭 和 二 十 九 年 総 理 府 令 第 二 十 三 号 ） 第 三 条 の 三 の 二 第 三 項 、 第 五 条 の 二 第 三 項 、 第 十 条 第 五 項 、 第 十 条 の 二 の 八 第 三 項 及 び 第 二 十 四 条 の 三 十 九 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 平 成 三 十 一 年

総 務 省 告 示 第 百 四 十 六 号 （ 地 方 税 法 施 行 規 則 第 三 条 の 三 の 二 第 三 項 、 第 五 条 の 二 第 三 項 、 第 十 条 第 五 項 、 第 十 条 の 二 の 八 第 三 項 及 び 第 二 十 四 条 の 三 十 九 第 一 項 に 規 定 す る 情 報 通 信 の 技 術 の 利 用 に お け る 安

全 性 及 び 信 頼 性 を 確 保 す る た め に 必 要 な 基 準 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 し 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

令 和 八 年 九 月 二 十 四 日 総 務 大 臣 藤 井 比 早 之



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